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１ 検討の背景等 

1.1  防災行政無線の戸別受信機の普及促進に関する検討 

防災行政無線は、災害時の地域住民への情報伝達手段として大きな役割を担っている。

また、高齢者等防災情報が届きにくい方々によりきめ細かく防災情報を行き渡らせるた

めには、住居内の戸別受信機が有効と考えられることから、その普及促進を図ることが

重要となっている。 

このような状況を踏まえ、総務省及び消防庁では、「防災行政無線等の戸別受信機の

普及促進に関する研究会」（以下「研究会」という。）を開催し、平成 29 年６月に、報

告書をとりまとめたところである（参考資料１参照）。 

「防災行政無線等の戸別受信機の標準的なモデル等のあり方に関する検討会」（以下

「検討会」という。）においては、これまでの検討を踏まえつつ、戸別受信機の量産

化・低廉化を図るために、戸別受信機の機能に係る標準的なモデルや仕様書（例）の作

成等を実施したものである。 

1.2 防災行政無線を含む複数の情報伝達手段が連動する環境整備に向けた検討 

 災害発生時には市町村職員が複数の情報伝達手段（防災行政無線や緊急速報メール等）

に入力しなければならない状況となっているが、この作業負担を軽減するため、一回の

入力で一斉送信できる仕組みの導入が求められている。 

 このような状況を踏まえ、検討会において、防災行政無線を含む複数の情報伝達手段

が連動する環境を整備するため調査を行ったものである。 

1.3 検討体制及び開催実績 

検討会の構成員は参考資料２のとおりである。また、検討会の開催日及び主な議題は

以下のとおりである。 

＜第 1回（平成 29年８月８日）＞ 

・戸別受信機の標準的なモデルのイメージ

・標準的なモデルの戸別受信機の仕様書（例）の作成に係る実態調査案

・防災行政無線を含む複数の情報伝達手段が連動する環境整備に向けた実態調査案

＜第２回（平成 29年 12月６日）＞ 

・戸別受信機の標準的なモデルの案

・各種実態調査の主な結果

・標準的なモデルの戸別受信機の仕様書（例）のイメージ

＜第３回（平成 30年２月 22日）＞ 

・報告書案
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２ 戸別受信機の標準的なモデル及び仕様書（例）の作成 

2.1 戸別受信機の標準的なモデルの検討 

2.1.1 基本的な考え方 

機能を厳選した戸別受信機の標準的なモデルを作成することで量産化を促進し、低

廉化につなげることにより、戸別受信機の普及を促進する。 

標準的なモデルの数は少ない方が量産化の効果が高いと考えられることに留意しつ

つ、配備する市町村のニーズを踏まえて、標準的なモデルを検討することとした。 

以上を踏まえつつ、導入実績が多く低廉化の効果が最も期待できるとの観点から、

防災行政無線（同報系）のデジタル方式を根幹とする情報伝達手段として次の２つの

無線通信システムによる戸別受信機を対象とすることとし、標準的なモデルを検討し

たものである。 

・ 防災行政無線（同報系）システム（16QAM方式、４値 FSK方式、QPSK方式）

・ 防災行政無線（同報系）と簡易無線を連携させた無線システム

なお、代表的な戸別受信機の機能は表１のとおりである。 

表１ 戸別受信機の機能一覧 

番号 機能の名称 機能の内容 

１ 音声受信 操作卓からの音声放送の受信 

２ 緊急一括呼出 緊急時に音量を自動で最大に調整 

３ 選択呼出 一括呼出、グループ呼出、個別呼出 

４ 録音再生 放送の録音再生が可能 

５ 停電時対応 商用電源から内蔵乾電池へ自動切替 

６ 乾電池動作時間 24時間以上（例：放送５分/待受け 55分の条件） 

７ 乾電池種類 単一・単二・単三電池が使用可能 

８ 外部アンテナ接続 外付けのアンテナが接続可能 

９ 外部スピーカー接続 外付けのスピーカーが接続可能 

10 外部機器接続 外付けの FAX、文字表示器等が接続可能（データ伝送） 

11 サイレン・ミュージック サイレン音・ミュージック音の受信

12 文字表示 放送内容を文字表示する仕組み（文字表示装置等） 

13 聴覚障害者用ランプ 放送受信時にフラッシュランプで知らせる仕組み 
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2.1.2 戸別受信機の整備状況・今後のニーズ等 

(1) 戸別受信機の整備状況

戸別受信機の整備状況は、消防庁の調査において、平成 29年３月末現在、防災

行政無線を整備している 1,459の市町村（全市町村 1,741団体の 83.8%）のうち、

全戸配備が 538団体（36.9%）、一部配備が 708団体（48.5%）となっている。 

また、その整備先としては、役場等、避難所等、保育園等、社会福祉施設、自治

会等の順に多くなっている。 

(2) 戸別受信機の今後の整備ニーズ

平成 29年４月から５月にかけて、全国の 1,741市町村を対象に実施した調査

においては、平成 29年４月時点での市町村における戸別受信機の希望整備台数

は、全体で約 633万台であった（注１）。 

希望配備先としては、希望世帯、指定避難場所・指定緊急避難所、保育園・幼

稚園・こども園、社会福祉施設、役場・支所・出張所の順に多くなっていた。 

また、各種災害のおそれのある地域や自力避難が困難な方々の世帯のほか、マ

ーケット、遊技場等、不特定多数の方々が利用する商業施設に整備を希望する市

町村が一定数あった。 

(3) 戸別受信機の整備がより強く求められている世帯等

平成 26年広島市土砂災害、平成 27年常総市水害、平成 28年糸魚川市大規模

火災等の近年の災害を踏まえ、土砂災害警戒区域、洪水災害のおそれのある地

域、住宅密集地域の世帯への整備が求められている（注２）。 

また、携帯電話を持っていなかったり、加齢に伴う聴覚や視覚、認知機能等の

衰えが生じたりする場合がある高齢者の方々がいる世帯への整備も求められてい

るところである。 

加えて、各世帯への整備にとどまらず、自力避難が困難な方々の利用する保育

園・幼稚園・こども園、社会福祉施設や、不特定多数の方々が利用するマーケッ

ト、遊技場等の商業施設の施設管理者への情報伝達手段として、戸別受信機の整

備が求められている。

（注１）あくまで市町村の希望であり、導入時期や予算の検討は未確定のものである。 

（注２）集落が離れている場合は、屋外拡声子局の設置よりも戸別受信機を全戸配備した方

が、費用対効果が高いと考えられる。 
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2.1.3 戸別受信機の標準的なモデル 

研究会においては、メーカーや市町村へのヒアリング等をもとに、機能別に３つの

タイプを提示し、戸別受信機の整備を想定した場合にどのタイプを導入したいか市町

村への意向調査を行った。

その結果、参考資料３に示すとおり、タイプA（防災行政無線のデジタル新方式の

戸別受信機と同じ機能）を希望する市町村が最も多かった一方で、タイプAよりも機

能を絞ったタイプB及びタイプCについて一定のニーズが見られたところである。ま

た、タイプAを希望した738団体中523団体についても、機能を厳選した標準的な戸別

受信機モデルの作成を戸別受信機の普及促進方策として現実的だと考えている調査結

果となった。 

以上を踏まえつつ、全ての機能を利用したい市町村であれば既存の製品を活用する

ことが可能であることから、標準的なモデルの機能は必要最低限のものに絞ることと

し、タイプAの機能から絞れるものを検討していくこととする。  

その際、まずは、市町村のニーズが少なかった「外部スピーカー接続」及び「外部

機器接続」を省くことが考えられる。また、「乾電池種類」については、災害時に乾

電池の入手が困難になることを踏まえると単一・単二・単三電池の全てで動作できる

ことが望ましいものの、対応するためのコストが大きいとの課題があり、コスト低減

の観点から当該機能を省くことが考えられる。さらに、「録音再生」については、１

件５分程度の録音再生に機能を絞ることによりコスト低減を図ることが考えられる。

なお、「サイレン・ミュージック」に関連して、防災行政無線（同報系）と簡易無線

を連携させた無線システムにおいては、そのままではチャイム、サイレン、音楽メロ

ディが通常とは異なるが、その後流れる音声放送を聞き取ることができれば、避難行

動等の実施は可能である。 

以上を踏まえた標準的なモデルの機能一覧は表２のとおりである。機能を厳選した

この標準的なモデルであれば、量産化による低廉化が期待できることから、戸別受信

機の普及が一層促進されるものと考えられる。  
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表２ 標準的なモデルの機能一覧 

機能 内容 

１ 音声受信 操作卓からの音声放送の受信 

２ 緊急一括呼出 緊急時に音量を自動で最大に調整（※１） 

３ 選択呼出 一括呼出、グループ呼出、個別呼出（※２） 

４ 録音再生 放送の録音再生が可能（※３） 

５ 停電時対応 商用電源から内蔵乾電池へ自動切替 

６ 乾電池動作時間 
24 時間以上（例：放送５分/待受け 55 分の条

件） 

７ 外部アンテナ接続 外付けのアンテナが接続可能 

８ サイレン・ミュージック サイレン音・ミュージック音の受信（※４）

※１ 防災行政無線（同報系）と簡易無線を連携させた無線システムにおいて、本機能を実現

する場合、機能番号３の「選択呼出」ができないケースがある。 

※２ 防災行政無線（同報系）と簡易無線を連携させた無線システムにおいて、本機能を実現

する場合、屋外拡声子局の選択呼出動作に準ずる動作となり、簡易無線受信装置のみへ

単独放送することはできない。 

※３ １件５分程度の録音再生に機能を絞る。

※４ 簡易無線に接続する場合、サイレン音・ミュージック音が通常とは異なるものとなる。
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2.2 戸別受信機の標準的なモデルの仕様書（例）の作成 

2.2.1 実態調査の概要 

仕様書（例）を作成するにあたり、防災行政無線システム（操作卓・親局・中

継局・屋外拡声子局・戸別受信機等）を整備する際の仕様書や市町村担当者の問

題意識等の実態を把握し、仕様書（例）に記載すべき項目、要件、留意事項等を

検討するための調査を行った。調査の概要は次のとおりである。 

○ 調査対象

平成 27年度に戸別受信機を配備した市町村（472団体）から無作為に抽出

した 50団体

○ 調査内容

① 防災行政無線の整備に係る調達仕様書の実例の収集

② 調達の状況（調達方法、調達範囲、仕様書の検討・作成機関）

③ 担当者の所感（仕様書の作成で苦労した点、仕様書例への要望）

○ 調査時期

平成 29年９月～10月

○ 回答率

46団体／50団体 

○ 主な調査結果

・調達仕様書に記載されていた主な要件

標準的なモデルの戸別受信機で想定している要件（表３の色塗り部分）の

ほとんどは、80%以上の団体で記載されているほか、親局・子局・戸別受信

機の相互接続性についても 40%の団体で記載されていた（表３参照）。 

・市町村担当者が調達仕様書の作成において苦労した点

半数以上の団体が「機能・仕様の必要性の判定」や「専門用語や無線シス

テムの理解」に苦労したと回答した（表４参照）。

・仕様書（例）に対する市町村担当者の要望

約半数の団体が「専門用語の解説」や「地域の実態を踏まえた対応が可能

となるような配慮」を要望していた（表５参照）。 

・その他

防災行政無線の整備における調達方法によって、仕様書の検討・作成期間

が変わり得ることは特段なかった。 
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表５ 仕様書（例）に対する市町村担当者の要望の分類 

※回答団体数：31（他に無回答が 15団体）

項目 回答例 回答団体数(%) 

専門用語の解説 専門用語には解説を入れて欲しい。 16 (52%) 

地域の実態を踏まえた  

対応が可能となるよう

な配慮 

標準的なモデルの戸別受信機を整備するうえで、各団体

の実態を踏まえた対応が可能となるよう、本当に必要な

もののみを記載して欲しい。 

15 (48%) 

機能の取捨選択 標準的なモデルの戸別受信機を整備するうえで、戸別受

信機として最低限搭載しなければならない機能を明確に

決めて欲しい。 

7 (23%) 

業者間統一仕様 一部のメーカーに偏らない仕様になるような例を示して

ほしい。 
2 (6%) 

その他 ・低価格な戸別受信機になるよう望む。

・既存設備との連携が必要であったが、その連携方法を

検討するのに時間を要した。

・山間部の電波状況をカバーするのにコストがかかるた

め、その対応についての記載があれば助かる。

等 

6 (19%) 

2.2.2 仕様書（例）の作成 

資料１は、実態調査により入手した調達仕様書等をもとに、市町村が機能を厳

選した標準的なモデルの戸別受信機を導入する際の事務負担を軽減し、導入検討

にあたって手引きとなるよう仕様書（例）として作成したものである。 

  なお、仕様書（例）は、防災行政無線の親局、屋外拡声子局及び戸別受信機の間

の相互接続性に関する基本的な考え方等も示しつつ、市町村担当者が利用すること

を前提として、専門用語の使用を可能な限り避けることに留意して作成している。 

2.3 戸別受信機の普及促進に向けた今後の取組 

戸別受信機の普及を一層促進するため、今後、関係事業者は機能を厳選した標準的

なモデルの量産化・低廉化に向けた開発等を進めることが期待される。その一方で、

国においても、市町村が仕様書（例）を活用し戸別受信機の導入に向けた検討が円滑

に進むよう周知や助言を行っていくことが必要である（注３）。 

（注３）防災行政無線の戸別受信機の配備に要する経費については、平成 32年度まで特別交付税

措置を延長するとともに、新たに、戸別受信機と同等の機能を有するその他の装置（FM放送

の自動起動ラジオ、MCA陸上移動通信システムの屋内受信機、市町村デジタル移動通信シス

テムの屋内受信機、280MHz帯電気通信業務用ページャーの屋内受信機、V-Lowマルチメディ

ア放送の屋内受信機）の配備に要する経費についても、平成 30年度から特別交付税措置を

講じることとしている。 
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３ 防災行政無線を含む複数の情報伝達手段が連動する環境整備に向けた検討 

3.1 実態調査の概要 

複数の情報伝達手段と防災行政無線システムを連携させる方法は、主に次の２つが

考えられる。 

① 複数の情報伝達手段への一斉送信機能を有する外部システムを構築して防災行

政無線操作卓に接続する方法

② 防災行政無線操作卓から複数の情報伝達手段に一斉送信する方法

上記①について、外部システムが制御できる防災行政無線の同報サービスの種類と

その接続方式の現状を把握するとともに、上記②について、操作卓が制御できる情報

伝達手段の種類の現状を把握するため調査を行った。調査の概要は次のとおりであ

る。 

○ 調査対象

防災行政無線システムの事業者８社

○ 調査内容

① 外部システムと連携可能な防災行政無線の機能

② 防災行政無線操作卓から制御できる情報伝達手段

③ 事業者の意見・要望

○ 調査時期

平成 29年 10月～11月

○ 回答率

８事業者／８事業者 

○ 主な調査結果

・外部システムとの連携が可能な防災行政無線の機能

手動放送による「一般通報」及び「緊急一括」機能は、８社中７社におい

て外部システムとの連携が可能であった（図１参照）。この７社の音声信号

については「アナログ音声信号」、起動信号については「起動接点入力」で

あった（図１、２参照）。 

・防災行政無線操作卓から制御できる情報伝達手段

緊急速報メールを制御できるのが６社、ケーブルテレビを制御できるのが

５社、市町村ホームページを制御できるのが５社であった（図３参照）。 

・防災行政無線システムの事業者の意見・要望

様々なシステムとの接続にあたり、接点制御で音声接続することでシンプ

ルかつ低コストなインターフェース作成が可能になるとの意見があったほ

か、既に実現している機能を統一化する改修は影響が大きい、外部システ
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 3.2 実態調査の結果を踏まえた今後の取組 

今後は、特に外部システムと防災行政無線操作卓との接続に留意しつつ市町村にお

ける先進事例やその導入・維持管理費用等について実態を調査するとともに、一斉送

信する仕組みが未整備である市町村への試行的な導入・検証を行い、市町村が一斉送

信する仕組みを導入する際のガイドラインを整備するなど、更に検討を深める必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料１

戸別受信機の標準的なモデルの仕様書(例)  
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１ 戸別受信機の標準的なモデルの機能一覧 

機能を厳選した標準的なモデルの機能一覧は表１のとおりである。 

表１ 標準的なモデルの機能一覧 

機能 内容 

１ 音声受信 操作卓からの音声放送の受信 

２ 緊急一括呼出 緊急時に音量を自動で最大に調整（※１） 

３ 選択呼出 一括呼出、グループ呼出、個別呼出（※２） 

４ 録音再生 放送の録音再生が可能（※３） 

５ 停電時対応 商用電源から内蔵乾電池へ自動切替 

６ 乾電池動作時間 24 時間以上（例：放送５分/待受け 55分の条件） 

７ 外部アンテナ接続 外付けのアンテナが接続可能 

８ サイレン・ミュージック サイレン音・ミュージック音の受信（※４）

※１ 防災行政無線（同報系）と簡易無線を連携させた無線システムにおいて、本機能を実現す

る場合、機能番号３の「選択呼出」ができないケースがある。 

※２ 防災行政無線（同報系）と簡易無線を連携させた無線システムにおいて、本機能を実現す

る場合、屋外拡声子局の選択呼出動作に準ずる動作となり、簡易無線受信装置のみへ単独放

送することはできない。 

※３ １件５分程度の録音再生に機能を絞る。

※４ 簡易無線に接続する場合、サイレン音・ミュージック音が通常とは異なるものとなる。
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２ 各機能の概要と仕様書の記載例（注１）（注２） 

(1) 音声受信

① 機能の概要

親局設備の操作卓や遠隔制御卓よりの音声放送を受信し、本体内蔵のスピーカに

て放送内容を聞くことができる機能。

② 仕様書の記載例

親局設備からの放送を受信し内蔵のスピーカにて放送出力ができること。 

(2) 緊急一括呼出

① 機能の概要

発災時の緊急一括放送を受信した場合、受信機の音量つまみ等の位置に関係なく

最大音量で放送内容を聞くことができる機能。 

② 仕様書の記載例

緊急一括信号を受信した場合は、受信機の音量位置に関係なく、最大音量で聴取

できること。 

(3) 選択呼出

① 機能の概要

地区放送等の地区単位の放送（グループ呼出）や特定地区の自治会長宅の戸別受

信機だけを鳴らすような放送（個別呼出）に戸別受信機が対応できる機能。この場

合親局設備の仕様に本選択呼出機能の記載があることが前提となる。 

② 仕様書の記載例

選択呼出機能は、緊急一括、一括、グループ、個別等に区分され、それぞれに応

動できる機能を有すること。 

(4) 録音再生

① 機能の概要

内蔵ＩＣ等の録音装置により放送内容を録音かつ再生できる機能。 

② 仕様書の記載例

放送内容の自動録音機能を有し、１件５分程度の録音再生ができること。 

(5) 停電時対応

① 機能の概要

通常は商用電源で運用していて、停電時等に内蔵乾電池に自動で切り替わり、停

電時等の放送を聞き洩らさないようにする機能。 

② 仕様書の記載例

 商用電源が停電した場合は、瞬時に内蔵乾電池からの給電に切り替わり装置の機

能を停止させないこと。 
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(6) 乾電池動作時間

① 機能の概要

停電時等に乾電池での運用に切り替わった際に、乾電池での運用ができる時間を

示す機能。 

② 仕様書の記載例

 停電保証は、運用可能時間が24時間以上とすること。なお、１時間の内、５分間

放送受信状態、55分間放送の待受け状態で24時間以上運用可能とすること。 

(7) 外部アンテナ接続

① 機能の概要

戸別受信機を設置する建物の位置や設置する部屋の位置で十分な受信電界強度

（受信可能な電波の強さ）を得られない場合、本体付属のアンテナ（通常はロッド

アンテナという伸縮できる金属製のアンテナ）とは別に窓際や建物の外に別のアン

テナを設置し受信できるようにするため、外部アンテナ接続のための端子（コネク

タ等）を有し、外部アンテナを接続すると自動で外部アンテナからの受信に切り替

わる機能。 

② 仕様書の記載例

 標準アンテナが装備されており、必要に応じて外部アンテナの接続が可能なこ

と。 

(8) サイレン・ミュージック

① 機能の概要

親局設備の操作卓や遠隔制御卓よりのサイレン放送やミュージック放送を受信し、

本体内蔵のスピーカにて放送内容を聞くことができる機能。 

② 仕様書の記載例

 親局設備からのサイレンやミュージックチャイム放送を受信し内蔵のスピーカに

て放送出力ができること。 

（注１）仕様書の記載例は、市町村職員が戸別受信機を新規配備又は追加配備する際に活用する

ことを想定している。 

（注２）戸別受信機の取り付け方法や受信の時間間隔といった詳細な仕様については、地域の実

状に応じて記載する必要がある。例えば、地域の実状に応じた記載例として、海岸線を有

する市町村においては、「津波警報及び津波注意報等は、予め設定した時間間隔で繰り返

し通報が可能であること」といった事項が考えられる。 
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３ 親局、屋外拡声子局及び戸別受信機の間の相互接続性 

(1) 基本的な考え方

親局、屋外拡声子局及び戸別受信機の間で相互に接続して、親局と異なるメーカー

製の戸別受信機であっても、音声受信、緊急一括呼出、選択呼出等（表１で記載され

ている機能）ができることが望ましい。 

従って、防災行政無線システム全体を整備する場合には、戸別受信機を追加で整備

する際の選択肢を増やすため、システムの仕様に相互接続性の確保を明文化すること

が有用と考えられる（注３）。防災行政無線の民間標準では、音声通信の一部機能を相互

接続の対象とし、機器を製造するメーカーが自主的に他メーカー製の機器との相互接

続性を確認するための試験の内容を規定している（ARIB STD-T86、115）（注３）。この

ARIB STD-T86、115を満たせば相互接続性が確実に確保されるというわけではないが、

相互接続性を確認するための手段として、この民間標準を活用することが考えられる
（注４）。 

また、親局と異なるメーカー製の戸別受信機であっても選択呼出が可能となるよ

う、市町村は親局のメーカーが規定した呼出信号のデータフォーマット等を把握して

おくことが望ましい。 

（注３）「防災行政無線等の戸別受信機の普及促進に関する研究会報告（平成29年６月）」 

の関係部分を参照。 

（注４）異なるメーカー間では親局と戸別受信機の相互接続ができない場合がある。このた

め、防災行政無線システム全体を整備する際、調達プロセスにおいて、以下の項目を加

点につながる評価要素の一つとして加味することが考えられる。 

・（提案時点において）提案メーカーの親局からの信号を受信し、相互接続性を確認

できた戸別受信機のメーカー、タイプ、対応可能な機能を列挙するとともに、実際

に対応可能であったことを示す文書を添付すること。

(2) 仕様書の記載例（防災行政無線システム全体を整備する場合を想定）

第●章 総則 

○ 適用規格

（省略）

・（社）電波産業会 市町村デジタル同報通信システム標準規格

ARIB STD-T86（注５） ← 無線の変調方式が16QAM方式の場合

ARIB STD-T115（注５） ← 無線の変調方式が４値FSK方式又はQPSK方式の場合 

  （省略） 

○ 相互接続性の確保に向けた取組（注６）

防災行政無線システムの構築後、戸別受信機を追加配備する場合には、防災行政

無線システムを受注したメーカーは、他メーカーから、同メーカー製の戸別受信機

が受注者のシステム内において適切に動作するかどうか確認したい旨の申し出があ

った際には、誠実に応じること。また、発注者が必要と判断するときは、発注者の
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要請に応じ戸別受信機に対する呼出信号のデータフォーマット等を開示すること。 

（注５）防災行政無線（同報系）と簡易無線の送信機器を接続するためのインターフェース

に関する内容が、平成30年３月頃に盛り込まれる予定。 

 （注６）ここで記載した相互接続性の確保に関する内容は、仕様書に加えて契約書にも記載

して実効性を確保する必要がある。また、戸別受信機を追加配備する際、相互接続性

の確保に必要である動作確認試験や調整作業に伴う防災行政無線システムを受注した

メーカー側の費用については、その負担先について予め取り決めておくことが必要で

ある。 
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実態調査の主な結果 

 平成 29年４月から５月にかけて、「防災行政無線等の戸別受信機の普及促進に関する研

究会」事務局が、全国の 1,741の市区町村を対象に実施した実態調査の結果のうち、戸別

受信機の機能に係る市区町村のニーズに関する結果は次のとおりであった。 

なお、調査時点は平成 29年４月１日、回答率は 1,275団体（約 73％）である。 

（注）本資料は、防災行政無線等の戸別受信機の普及促進に関する研究会報告の関係部分を

引用し、その文章の一部を編集したものである。

参考資料３ 
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(1) 戸別受信機の普及促進方策に対する自治体の認識

普及促進方策として現実的と考えられるものとしては、機能を限定した標準的な戸

別受信機モデルの作成との回答が最も多かった（図１）。 

機能を限定した標準的な戸別受信機モデルの作成 

複数自治体で調達日程や戸別受信機タイプを 

合わせる等の調達方法を工夫 

維持管理・整備方法（個別の訪問設置はしない 

等）の簡素化 

(2) 戸別受信機のタイプ別ニーズ

平成 27 年に導入された防災行政無線のデジタル新方式（タイプ A）、タイプ A から

「録音再生」、「乾電池種類」、「外部スピーカー接続」及び「外部機器接続」の機能を除

いたもの（タイプ B）、タイプ B から「サイレン・ミュージック」の機能を除いたもの

（タイプ C）の３つのタイプについて、自治体のニーズを調査した（表１）。

  調査の結果、タイプ Aを希望する自治体が最も多く、回答自治体の約 60%を占める一

方で、タイプBやタイプCのように機能を限定した低廉なタイプが回答自治体の約20%、

タイプ A よりも高機能であるタイプが回答自治体の約 15%であった（図２）。また、タ

イプ B の利用ニーズは、167 団体から示され、うち、簡易無線の利用ニーズは 32 団体

だった（図３）。 

表１ 戸別受信機のタイプ別の機能一覧 

番号 機能の名称 機能の内容 タイプ A タイプ B タイプ C

１ 音声受信 操作卓からの音声放送の受信 ○ ○ ○ 

２ 緊急一括呼出 緊急時に音量を自動で最大に調整 ○ ○ ○ 

３ 選択呼出 一括呼出、グループ呼出、個別呼出 ○ ○ ○ 

４ 録音再生 放送の録音再生が可能 ○ × × 

５ 停電時対応 商用電源から内蔵乾電池へ自動切替 ○ ○ ○ 

６ 乾電池動作時間 
24 時間以上 

（例：放送５分/待受け 55分の条件） 
○ ○ ○ 

７ 乾電池種類 単一・単二・単三電池が使用可能 ○ × × 

８ 外部アンテナ接続 外付けのアンテナが接続可能 ○ ○ ○ 

９ 外部スピーカー接続 外付けのスピーカーが接続可能 ○ × × 

10 外部機器接続 
外付けの FAX、文字表示器等が接続可能

（データ伝送） 
○ × × 

11 サイレン・ミュージック サイレン音・ミュージック音の受信 ○ ○ × 

12 文字表示 
放送内容を文字表示する仕組み 

（文字表示装置等） 
× × × 

13 聴覚障害者用ランプ 
放送受信時にフラッシュランプで知ら

せる仕組み 
× × × 

853 団体

308 団体

480 団体 

67 団体

75 団体 N=1,275 

その他 

無回答 

図１ 普及促進方策として現実的と考えられるもの 








